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１. はじめに

放送メディアを利用した社会開発モデル（メデ
ィア利用支援型事業）は、国連教育科学文化機関

（ユネスコ）などにより長らく展開されており、
一定の知見の蓄積がなされているといえる。一方
で、過去10年ほどで発展した情報通信技術（ICT）
は、インターネットに代表される情報メディアを

飛躍的に普及させ、今日では「伝統的」ともいえ
るテレビ・ラジオなどの放送メディアと融合し、
新たなメディア環境を形成してきている。

こうしたICTを開発政策に積極的に活用してい
こうとする姿勢は、例えば国際開発のコンテクス
トでは九州・沖縄サミットでも明確に打ち出さ
れ、中でも「教育・研修、保健医療、行政、貧困
削減、環境」などが特にその効果が高いと期待さ
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れている（国際協力事業団・国際協力総合研修所
2001、p.12）。こうした言説の含意は、ICTは手段
であって目的ではない、つまり放送メディアを含
むICTの活用により、コミュニケーションの円滑
化や情報の蓄積・利用等における利便性の向上が
図られ、個々の開発事業や政策の立案・実施・評
価などのプロセスを改善することが期待されると
いう論理である。

開発プロセスにおけるこうしたメディアやICT
の利用は、広義には「開発コミュニケーション

（Development Communication）」と呼ばれ、その
領域は久保田が指摘するとおり広範に及ぶ（久保
田 1999、p.15）。その中でも、マス・メディアを
前提とするコミュニケーション・メディアを導入
することで、社会経済やコミュニティを開発しよ
うとする形態や手法は、狭義の開発コミュニケー
ションと捉えられる。その事例としては途上国・
先進国の別を問わず1、ハード面（放送関連機材
や通信インフラなど）の整備や、ソフト面（コン
テンツ制作者育成やメディア教材の開発など）の
支援などが代表的である。

しかしながら、こうした実践およびそれに続く
評価の過程で、どこまでメディアおよびコミュニ
ケーションという概念が深く考察されてきたであ
ろうか。Fiskeはコミュニケーションを、「メッセ
ージを通じた社会的対話・社会的交流（social
interaction through messages）」と定義しているが

（Fiske 1990, p.2）、コミュニケーションには社会
環境を含めた複雑な要素が絡み、発信された情報

（メッセージ）がその意図するとおりに伝達・解
釈されるものではないことは、メディア論の研究
が進む過程で明らかにされてきたといえる

（Oliver 2002; Shrum 2002; Lowery and DeFleur 1995
他）。その一方で、こうしたメディア論における
議論が、実際の評価実務に即座に活用しにくいも
のであることもまた事実である。

さらに、女性や少数民族といった社会的弱者自
身によるメディア利用（の支援）は、情報発信と
参加の機会を与え、利用者のエンパワメントをも
たらすと主張されるものの（Fraser and Restrepo-
Estrada 2002; Fairchild 2001; 白水 1996他）、メディ
アの利用とエンパワメント2の関係は必ずしも明
確には論じられていない。

結果として、狭義の開発コミュニケーションに
おける評価、とりわけ事業（プロジェクト）レベ
ルの評価では、整備された施設機材や研修を受け
た人員など、コミュニケーションのメカニズムや
メディアと社会の関係とは直接関係のない指標が
用いられるケースが少なくない。本稿はこうした
点を踏まえ、主に社会的弱者によるラジオ放送の
利用を念頭に、事業レベルでの評価手法のあり方
をメディア社会学（Media Sociology）の観点から
考察するものである。

２. 変容するメディア環境とオルタナテ
ィブ・メディア

社会的弱者を対象とするメディア利用支援型事
業の評価手法について論じるには、開発コミュニ
ケーション言説の変遷およびメディア環境の今日
的変容という、相関する２つの論点の理解が必要
となる。

この点について久保田は、「オルタナティブ」
という用語に焦点を当て、開発政策と対応させた
開発コミュニケーションにおけるパラダイムの転
換を論じている（久保田 1999、pp.29-56）。そこ
で本稿では、後者のメディア環境の変容が社会、
とりわけ社会的弱者にもたらすと思われる影響に
ついて整理する。

（1）情報の受け手から送り手へ

「メディア」という用語3で通常想起されるのは、
テレビ・ラジオ・新聞などのマス・メディアであ
ろう。ところがICTの発展は、こうした伝統的マ
ス・メディアが支配的であったメディア環境の加
速度的な再構築を促している。インターネットや
携帯端末などの新しいメディアが急速に日常生活
に浸透し、「情報社会」という用語に代表される
新しい社会構造のパラダイムを形成すると同時
に、いわゆる情報格差といった新たな問題も生み
出している。

こうしたメディア環境の変容が示唆するのは、
これまで情報の一方的受け手（消費者）であった
社会層に、情報の送り手（生産者）にもなりうる
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機会をもたらしているということである。つまり、
メディア産業と無関係であった個人や集団が、機
材等の低廉化、すなわち情報生成・発信コストの
低廉化という恩恵を利用し、ツールとしてメディ
アを有効活用できる環境が成熟しつつあるのであ
る。ユネスコが展開する社会・コミュニティ開発
における小規模ラジオやインターネットの活用な
どはその好例であり4、こうした流れは今後さら
に強まっていくものと思われる。

そしていわゆる社会的弱者こそ、変容するメデ
ィア環境の恩恵を最も享受しうると考えられる。
なぜなら一般的に、貧困層、女性、エスニック・
マイノリティなどの社会的弱者は、その置かれた
境遇から、同時に「社会的情報弱者」になる蓋然
性が高いからである（彼らはこれまでメディア環
境の構造的不均衡により、メディアへのアクセス
だけでなく、メディアにおける表象そのものが不
足がちになり、偏った（誤った）表象による不利
益を蒙りやすかったといえる）5。こうした課題を
克服する一助となるのが、メディアを代替的に利
用すること、すなわちオルタナティブ・メディア

（alternative media）であると考えられる。

（2）オルタナティブ・メディアとは

メディア論において、ある集団などにより特別
な目的で運営されるマス・メディアを「オルタナ
ティブ・メディア」と呼ぶことがある。オルタナ
ティブ・メディアとは、ある国家・地域における
国営・公共放送や商業放送を「主流メディア

（mainstream media）」とした場合の相対概念であり、
考察されるコンテクストでその前提が異なるた
め、一般的な定義は困難かつ避けるべきである6。

しかしながら、その本質は「代替性」に求めら
れるといえる。すなわち、主流メディアに対して
影響力を行使しにくい社会層（社会的弱者はその
代表格である）にとって、それに「代替する」メ
ディアは、可用性（ava i l a b i l i t y）と可触性

（accessibility）という言葉に象徴される7、情報の
生成・発信プロセスにおける主体的な参加とフィ
ードバック、すなわち「双方向的コミュニケーシ
ョン」を可能とするのである。以上を踏まえたオ
ルタナティブ・メディアの基本的意義は、「既存

メディアだけでは十分な満足（効用）を得ること
が困難な地域もしくは社会集団により、制作・配
信過程への主体的関与を原則に、意図的かつ手段
的に利用されるマス・メディア」と捉えられる。

では、オルタナティブ・メディアの実践は具体
的にどのような影響を社会にもたらすのだろう
か。Attonはこの点につき、情報生成過程への参
加によるエンパワメントが重要であると指摘する

（Atton 2002）。これをメディア社会学的に表現す
れば、主流メディアに代わるマス・コミュニケー
ション手段の出現により、「代替的公共圏

（alternative public sphere）」ともいうべき新たな社
会文化空間が形成され、メディアを利用する集団
独自の視座に基づいた情報の生成・発信そして交
換が可能になる。その帰結として、それまで主流
メディアの優勢下で、一方的情報の受け手として
不利益を蒙ってきた社会集団がエンパワメントさ
れるという論理になる。

しかしながら、前述したように、新しいメディ
ア（コミュニケーション・プロセス）とエンパワ
メントの関係は十分に考察・実証されてきたとは
いえず、オルタナティブ・メディアがもたらすと
されるエンパワメント効果がどのように発現・把
握されるのかを再検討する必要がある。その出発
点となるのが、社会的弱者のエンパワメントとは
何であるかを、とりわけメディア社会学の観点か
ら明確にする作業である。

３. エンパワメントの意味するもの：
メディア社会学的観点からの再考

途上国・先進国を問わず、社会的弱者のエンパ
ワメントの必要性および重要性が論じられて久し
い。しかしながら、その概念の抽象性ゆえ解釈は
一律ではなく、「エンパワーメント言説の無政府
状態」（佐藤 2005a、p.6）にあるといえる。それ
ゆえ、評価実務においても何を以ってエンパワメ
ントの測定指標にするかについて議論が分かれる
ところである。本稿が対象とするメディア利用支
援型事業においても、その事業目標やより上位の
レベル（効果やインパクトなど）で受益者（ここ
では社会的弱者）のエンパワメントが想定されて
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いるとき、それはどのように把握されるべきかが、
その理由を含めて問題となる8。

これまでエンパワメントは、「人間が自らの生
に関する選択を拡大させるために、社会・経済・
政治的な地位や影響力、組織的能力などを含む広
義の「力（power）」を獲得すること」（国際協力
機構・国際協力総合研修所 2003、vi）、「個人もし
くは集団が選択を行い、そうした選択を望まれる
活動や結果につなげていくために能力を増大させ
ていくプロセス」（世界銀行9）などと定義されて
いるが、社会構造の変容を重視する点は既に一致
された見解であるといってよい。また、社会構造
変容の基礎として、「気づき（主体的意欲）」・

「能力」・「能力を発揮できる場」が重要な要素
であることを佐藤は指摘する（佐藤 2005b、p.212）。

こうした言説から導かれる1つの共通項は、「資
源（リソース）へのアクセス」が確保され、さら
にそうした「資源を自由意思や自己決定権に基づ
いて利用できるようになる」という視点である。
例えば、経済協力開発機構では、エンパワメント
概念の基礎は「権利と資源（rights and resources）」
であるとし、知識・教育・組織・声などがエンパ
ワメントを発現・維持させる不可欠な要素として
いる10。
「情報社会」や「知識社会」という用語が登場
してきた背景を考えれば、「情報」もこうした資
源に含められるべきである。例えば世界銀行では、

「情報は力である（information is power）」として、
エンパワメントの実践が有効に図られる主要分野
の1つとして「情報へのアクセス」を挙げている

（World Bank 2003, p.13）。しかしながら、ここで
の「情報」には厳密には2つの意味があることに
留意すべきである。それは、「メッセージ」とい
う意味での情報と、それを伝達する「コミュニケ
ーションのプロセス」である。これらは明確な区
別なしに論じられることが多く、それが狭義の開
発コミュニケーションにおける評価手法の課題に
もつながっていると考えられる。そこで以下、
Hamelinkの議論を参照しながらこれらの概念につ
いて検討を加えることとする。

（1）資源としてのメッセージ

本稿において資源としてのメッセージとは、
「社会的弱者独自の視座に基づくメッセージ」と
いう意味である。Hamelinkは、社会開発プロセス
における情報（information）の重要性を認めつつ、
情報という資源の取り扱いはより複雑かつ高度な
ものとなっており、資本や土地などよりもアクセ
スが困難になっていると指摘する（Hamelink
2002, p.7）11。したがって、主流メディアに影響力
を及ぼしにくい社会的弱者にとって、「社会的弱
者による、社会的弱者のための」オリジナルな情
報は重要な資源になるといえる。

独自の視座に基づくメッセージ、すなわち自分
たちの「声」を発信する機会の重要性は、ユネス
コをはじめ多くの国際機関や研究者の一致する見
解である。例えば、国連に設置された「先住問題
常設フォーラム（UNPFII）」で採択に向け討議中
の「先住民族の権利宣言草案（Draft Declaration
on the Rights of Indigenous Peoples）」12でも、先住
民族が「独自の言語による独自のメディアを設立
する権利がある」旨の条文（第17条）が盛り込ま
れている。

一般的に、ある社会的弱者集団がオルタナティ
ブ・メディアを用いる場合、それによりもたらさ
れるメッセージは、当該集団が抱える問題や要望
を特定・共有することに貢献する。勿論こうした
ことは対人間コミュニケーションなどでも可能だ
が、メディアを利用した場合はその規模や同時性
を生かした効率的なメッセージの伝達が可能とな
る。また、独自のメッセージが、それを視聴する
社会的弱者個人・集団の日常生活・意思決定・議
論等に有益な情報や材料を提供することで、社会
参画の機会をもたらし、エンパワメントの重要な
要素となることを指摘する見解もある（Fraser
and Restrepo-Estrada 2002）。

（2）資源としてのコミュニケーション・プロセス

メッセージを媒介するのが文字どおり「メディ
ア」であるが、オルタナティブ・メディアの存在
は新しいコミュニケーション・プロセスの出現に
ほかならない。資源としてのメッセージが語られ
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るとき、当然ながらそれを媒介する手段が欠かせ
な い 。 両 者 は 密 接 な 関 係 に あ る も の の 、

（delivererとしての）コミュニケーション・プロ
セスそのものと、その内部を彼らの声や視点を載
せて流れる（containerとしての）メッセージは別
個であり、明確な区別をして議論を進める必要が
ある。

一般的に、社会的弱者が自力で独自メディアを
持つことはさまざまな面で困難である。しかし、
仮にそうした社会的弱者が外部等からの支援で、
これまでになかったマス・コミュニケーションの
プロセスを保有もしくは利用するようになった場
合、どのような効果や影響が考えられるのであろ
うか。

前述したように、オルタナティブ・メディアの
出現は、対人間コミュニケーションなどに比して
効率的に（「効果的に」ではない）メッセージを
伝達することを可能とする。また、いわゆる「公
共圏」と呼ばれる仮想的な議論機会の提供、既存
メディアに比して増大する可用性と可触性がもた
らす情報生成・配信過程への参加なども考えられ
る。

しかしながら、より注目すべきは、効率的なメ
ッセージ伝達の先にあるもの、すなわちオルタナ
ティブ・メディアを利用する個人・集団の意識や
行動に対する効果である。つまり、直接的・短期
的な影響というよりは、新たなコミュニケーショ
ン・プロセスの出現およびそれにより可能となる
独自のメッセージが、（程度の差こそあれ）個人
の意識変化に作用し、その帰結として行動変化、
さらには集団レベルでの意識・行動変化に寄与す
るという間接的・長期的な影響である。まさにこ
の視点こそ、これまでのメディア利用支援型事業
もしくはオルタナティブ・メディア論におけるエ
ンパワメント効果の主張に通底するものである。

（3）エンパワメントの定義

以上から、本稿のコンテクストにおけるエンパ
ワメントは、「独自のメディアの存在そのもの、
およびそれによりもたらされる情報が、メディア
を利用する集団内部および外部の意識変化・行動
変化をもたらし、その帰結として、メディアを利

用する集団にとって望ましい社会構造の変容をも
たらすまでのプロセス」と定義することができる。

勿論この定義は便宜上のものであり、汎用性が
あるとは限らない。しかしながら、この定義は以
下考察するように、社会的弱者を対象にオルタナ
ティブ・メディアを導入するようなメディア利用
支援型事業においては特に重要となる。

４. エンパワメント効果の把握：
メディア効果論の限界と応用

かような定義によるエンパワメントは、どのよ
うな指標および手法で把握することになるのだろ
うか。久野らは、福祉分野を題材に具体的な指標
を例示している（久野・Seddon 2003、p.145）が、
本稿の場合は過去の反省を踏まえ、「コミュニケ
ーション」を十分に考慮しなければならない。

ここで問題となるのは、コミュニケーション理
論やメディア論でも明らかにされてきた、コミュ
ニケーション過程の複雑さである。これまでのエ
スニック・メディア論など、社会的弱者によるメ
ディア利用については、その利用状況や社会背景
などに焦点を当てた実態研究が主であった

（Browne 1996; Cottle 2000; Gillespie 1995他）が、
逆にいえば、コミュニケーションを介した情報の
インプットと、それを視聴する人間の意識・行動
変化（アウトプット）のメカニズムはまさにブラ
ック・ボックスであり、だからこそ実態研究に留
まらざるを得なかったともいえるのである。

その一方で、いわゆるメディア効果論と呼ばれ
る学問領域は、ラジオが登場した1920年代からア
メリカを中心に発展し、メディアがもたらす心理
的・社会的影響を解明しようと試みてきた。しか
しながら、その歴史的経緯から、従来のメディア
効果研究の対象は主流メディアに偏重しており、
本稿の関心であるメディア環境の変容を踏まえた
代替的なメディア利用と、その利用者である社会
的弱者および周囲への効果や影響については、実
証はおろか理論化もほとんどされていないのが現
実である。

Browneのように、先住民族を題材に固有言語
の保全、外部社会の誤ったイメージの修正、集団
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内部の結束力の強化といった機能を提示する例も
ある（Browne 1996, p.59）が、依然としてこうし
た機能が当該メディアを利用する個人・集団のエ
ンパワメントにどのように結実するかは明らかで
はない。そこで、評価手法のあり方を提示する前
段階として、筆者が提示する評価（効果測定）の
2つのアプローチについて以下検討してみたい。

（1）内面的アプローチとその課題

内面的アプローチとは、主に心理学分野で蓄積
された手法を用い、思考・知覚・意識などの人間
の内面に着目し、視聴者がメッセージをどのよう
に消費（解釈）するか、すなわち意識変化を把握
することで、エンパワメント効果の測定も図ろう
とするものである。

こうした手法はメディア効果論では一般的であ
り、（主流メディアに限っては）それなりの実証
研究の蓄積がある。ただし過去の研究は、固定観
念の醸成や投票・消費行動などの特定の条件でな
されたものが多く、汎用性があるとはいえない。
さらに評価実務との関連でより重要となるのが、
こうしたアプローチでは回答における主観性を排
除することが困難であり、客観性を確保しにくい
という点である。しかしながら、コミュニケーシ
ョンが人間および社会を必須の要素として成立す
るという前提に立てば、人間内面の変化が重要な
効果分析対象になると考えるのは自然である。

（2）外面的アプローチとその課題

外面的アプローチとは、メディア環境を社会全
体の中で相対化して捉え、メディア環境の変化と
人間の行動変化、さらには社会事象の変化を連関
させ、エンパワメント効果の把握に利用しようと
いうものである。

行動変化も心理学や社会学の範疇ではあるが、
ここではメッセージそのものではなく、前述した
情報のもう一方の側面、すなわちコミュニケーシ
ョン・プロセスの出現（存在）を外形的に捉え、
それと社会的変化および人間の行動変化の相関に
力点を置く。これにより、内面的アプローチにお
ける主観性の問題をある程度回避できると考えら

れる。
しかしながら、相関化の作業には細心の注意が

必要である。例えば、仮にオルタナティブ・メデ
ィアの出現を契機に、ある外面的変化が確認され
たとしても、それがメディアの出現によるものと
は限らず、他の要因（例えば「二段階フロー説」
13における人的要因など）を見落としかねない。
こうした帰責性については、メディア効果論でも
評価実務でも大きな課題であり、両方のアプロー
チを適切かつ注意深く組み合わせていくことが肝
要となる。

５. メディア利用支援型事業におけるエ
ンパワメント効果の評価

これまでの議論を踏まえ、社会的弱者のエンパ
ワメントを事業目標もしくは上位目標の1つとす
るメディア利用支援型事業を想定し14、そのエン
パワメント効果の評価手法のあり方について以下
詳しく検討してみたい。なお、ここで導入される
メディアがオルタナティブ・メディアに当たるこ
とはいうまでもない。また、ここではメディアを
利用する社会的弱者は、当該社会における公用語
もしくは共通言語を日常的に利用し、放送もその
言語で行うという前提である15。

本稿が評価手法のあり方として提示するのは、
評価対象を社会構造の変容に至る階層構造で捉
え、さらに指標の取得については前述の内面的・
外面的アプローチを組み合わせる手法である。以
下その理由を説明する。

社会的弱者のエンパワメントについては、個
人・集団レベルの変化だけでなく、当該社会環境
の変容も考慮しなければならないことは前述した
とおりであるが（佐藤 2005a、2005bも参照）、持
続可能性の観点からも「社会の変革なしにエンパ
ワメントは成し遂げられない」（源 2003、p.72）
と考えるべきである。ゆえに、エンパワメント効
果を評価する際には、「社会構造の変容」という
のが1つの重要な評価対象となる。

八幡　耕一
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（1）何を見るか

①段階的モデル
しかしながら、過去の反省を踏まえると、事業

の直接的受益者である社会的弱者や社会構造の変
容だけに着目するのは不十分である。すなわち、
メディア環境の変容およびコミュニケーション概
念の重要性を考慮し、当該社会の主流（マジョリ
ティ）層を含めた外部集団も重要な評価対象とし
て階層構造に含める必要がある。それを図式化し
たのが以下の段階的モデルである（図1）。

ここでは、「オルタナティブ・メディアの出現」
を基点に、その上に3段階の評価対象を積み上げ
ており、下から順に（事業の直接的受益者である）

「社会的弱者集団」、（その他としての）「外部集団」、
そして最上段が「（両者を含む）社会全体」とな
る。そしてこのモデルが意味するのは、社会的弱
者のエンパワメントを評価するには、社会全体の
構造変容に「必須の前段階」として、独自のメデ
ィアおよびコミュニケーションがもたらす社会的
弱者集団およびその外部集団の意識・行動変化を
評価することの必要性である。

つまり、この階層構造にあるすべての段階を等
しく評価しない限り、社会的弱者のエンパワメン
トを的確に把握したとはいえず、仮に最上段の社
会全体の構造的変化が確認されたとしても、それ
は表面的な事象に過ぎない危険性が高くなる。と
いうのも、先に定義したとおり、本稿のコンテク
ストにおける社会的弱者のエンパワメントとは、
自らの啓発だけではなく、外部の意識・行動変化
を通じた理解と支援の増加、そしてその帰結とし
ての社会構造が変容することが重要なコンポーネ
ントとなるからである。換言すれば、コミュニケ

ーションを通じた社会変容まで達しなければ、社
会的弱者集団はメディアという玩具を外部から与
えられたに過ぎず、社会的弱者としての境遇改善
という点では実質的な意義が無きに等しくなると
いえる。したがって、メディアの出現を始点とし
た段階的モデルに則り、すべての段階で十分な効
果（変化）を確認していくことが求められる。

②階層構造の論理
オルタナティブ・メディアの特長である可用性

と可触性は、参加とフィードバックの機会をもた
らし、社会的弱者集団内部の問題意識などを反映
したメッセージの生成・配信をより容易なものに
する。そのため、制作段階でそのような意図を含
む限り、それを視聴する個人に対する啓発的機能
を有すると考えられる。そして、啓発された個人
は集団レベルでの協働を明示的・暗黙的に意識し
たさまざまな行動を起こすと推測される。勿論、
意識・行動変化の程度および相関には個人差があ
り、その把握には慎重を要するが、メディアによ
りもたらされる情報が一定の変化を及ぼすことは
過去のメディア効果論においても明らかであり

（Lowery and DeFleur 1995）、日本のアイヌ民族な
どでも歴史的に確認されているパターンである16。

そして協働行動の増加は、コミュニティ活動の
活性化となって表出し、集団内部の個人へのさら
なる意識変化をもたらしつつ、次第に外部集団に
対する指向性を発揮すると考えられる。すなわち、
独自メディアを得た社会的弱者は、十分な自己認
識と行動増加を土台に、外部のさらなる理解・支
援を目的とした情報発信の要求とスキルを高め、
自らの声を拡張するツールとしてメディアを利用
していくと考えられる。結果として、当該弱者集
団を取り巻く外部集団にも、緩やかながら複雑な
プロセスを経て、一定の意識変化・行動変化をも
たらしていくものと思われる。

勿論こうした流れは仮説に過ぎないが、一般的
に社会的弱者によるオルタナティブ・メディアは
対外的な役割を果たすことが多い。例えばカナダ
の先住民族テレビ局APTNでは、「我々の経験を
すべてのカナダ人と共有する（Sharing Our Stories
with All Canadians）」というタグラインを掲げ、
対外的な情報発信を強く意識している。また、そ

オルタナティブ・メディアによる社会的弱者のエンパワメント
―メディア社会学的視座に基づくその評価手法の基礎的考察―

両者を含む社会全体の構造変容�

外部集団内の意識・行動変化�

社会的弱者集団内の意識・行動変化�

オルタナティブ・メディアの出現�

（出所）筆者作成

図1 段階的モデル
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うした対外的な指向性と機能は多くの研究で指摘
されている（Atton 2002; Riggins 1992; 白水 1996
他）だけでなく、「他者との関係性を変化させる
ことなしには達成できない」（佐藤 2005b、p.221）
というエンパワメントの概念および要素からも然
るべきものであるといえる。

そして、エンパワメントの定義にあるように、
社会的弱者集団および外部集団の意識変化と行動
変化は、阻害要因が少なければ少ないほど相互に
作用し、最終的には社会構造の変容に向けたスパ
イラル状態を形成していく可能性がある17。

（2）どう見るか

では、段階的モデルにおけるエンパワメントへ
の過程はどのような指標で評価されるのだろうか。
ここで本稿が提示するのが、内面的・外面的アプ
ローチを相互補完的に用いる手法であり、これに
よりコミュニケーションという複雑な過程の理解
と、評価実務に求められる客観性の確保を同時に
満たすことが比較的容易になると考えられる。

前述のとおり、エンパワメントにとって重要と
される「情報へのアクセス」は、メッセージとコ
ミュニケーション・プロセスに分けて考えられ、
前者については例えば認知科学的アプローチを応
用することで、メッセージの消費（解釈）に伴う
効果をある程度明らかにすることができる。ただ
し、これだけでは客観性が問題となるため、後者
については個人・集団の行動変化や社会構造上の
変化を定量的に把握することで補完していくのが
有効である。以下、それぞれのアプローチがどの
ように用いられるべきかについて簡単に解説する。

①意識変化＝内面的アプローチ
メディアによりもたらされるメッセージの消費

について、本稿では評価実務に求められる客観性
を重視し、基本的にコミュニケーション理論にお
ける2大学派のうちのプロセス学派の視点を採用
する18。つまり、メッセージの送り手と受け手の
関係における、エンコード／デコード過程の効率
性・正確さからその影響や効果を探るものであ
る。メッセージがどのように（送り手の企図した
とおりに）伝わるかという問題は、受け手がどの

ように消費していくかという人間の内面にも深く
関わる問題であるため、原則として内面的アプロ
ーチで個人レベルの意識変化を評価していくこと
になる。

これまでのメディア効果論でも、受け手の意識
変化は多様な視点と手法で論じられてきたが、
Shrumが指摘するとおりそのプロセスについては
必ずしも詳述されてこなかった（Shrum 2002,
p.69）。そこでShrumは数多くの予備的テストを踏
まえた上で、図2のようなモデルを活用すること
で、意識形成におけるメディアの教化効果

（cultivation effect）を比較的論理的かつ明確に把
握できるとしている。

このモデルは、メディアを通じて伝達される情
報の頻度と社会のある事象に対する個人の認識形
成には正の相関があるとの前提に立つ。そして、
人は与えられたメッセージの消費（処理）時に自

八幡　耕一

数化効果の判定�
Cultivation Judgement Required

記憶検索�
Memory Search

処理動機�
Motivation to process

処理能力�
Ability to process

発見的処理�
Heuristic Processing

系統的処理�
Systematic to process

数化効果なし�
No cultivation effect

数化効果あり�
Cultivation effect

あり�

あり�

あり�

なし�

なし�

なし�

情報の故意性�
排除・割引�

Source Discount

情報の故意性�
Source prime�

present?

マス・メディア�
Mass Media

（直接的）経験�
Direct Experience�
伝開（間接的経験）�
Word-of-Mouth

（出所）Shrum 2002, p.87 をもとに筆者作成

図2 Shrumによる「発見的（heuristic）プロセ
スモデル」（メディア効果測定のための認
知プロセスモデルの一例）
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己の記憶領域を検索するが、それを処理する動
機・能力というフィルターを通し、すべての記憶
から網羅的・系統的に処理（systematic processing）
するか、最も手近な記憶（の一部）のみを利用し
て処理（heuristic processing）するかに分類できる、
というものである。

例えば、あるメッセージを処理する積極的な動
機も能力もなく、さらにそのメッセージが（実験
上）故意に利用しやすい状況にされている

（source priming）のが明らかでなければ、そのメ
ッセージは当該個人の社会認識の形成に影響を及
ぼす（教化効果＝メディア効果がある）というこ
とになる。逆に、メッセージを積極的に処理しよ
うとする動機と能力があれば、当該個人は記憶領
域から網羅的・系統的に検索・判断の処理を行
い、その故意性を排除し、与えられた情報をその
まま消費しない（教化効果＝メディア効果がない）
ことになる。

このモデルは一例に過ぎないが、意識変化を内
面的アプローチで評価するということは、こうし
た作業を前提にした指標を開発し、実際に指標を
入手していくことを意味する。

②行動変化および社会構造の変容＝外面的アプローチ
コミュニケーション・プロセスそのものを外形

的に捉え、プロセスの出現（存在）に対する変化
を連関させて捉える外面的アプローチは、プロセ
スを社会の中で相対化して考えることから、（個
人・集団レベルにおける）意識変化よりも行動変
化、そして段階的モデルの最上段にある社会構造
上の変化を評価対象とすることになる。むしろ、
メディア社会学の観点ならびに評価の実用性・客
観性確保の観点からも外面的アプローチの方が好
適であるといえる。

具体的には、社会的弱者としての境遇改善に向
けられた個人や集団（コミュニティ）レベルでの諸
活動（勉強会・ワークショップなどの集会、経済
的起業、政治活動など）の増減を便宜上行動変化と
見なし、社会構造の変容については政治経済活動
上の可視的変化（補助金の増加、積極的差別是正措
置の増加など）を指標にすることが考えられる。

実際には対象とするコンテクストに即した指標
を開発する必要があるが、そうした適切な指標の

開発を前提に、評価実務者は（比較のために）オ
ルタナティブ・メディアの出現時期や存在の有無
を意識した評価設計を立案し、新しいコミュニケ
ーション・プロセスの影響を検証していくことに
なる。そこで以下に、これまでの議論を踏まえた
評価のフレームワークを提示してみたい。

（3）評価のフレームワーク

これまでの議論を踏まえた評価のフレームワー
クを以下のとおりである（表1）。この表は、利便
性などを考慮して一般的なログフレームの形式に
再構成したものである（具体的な指標・計画値・
データ入手手段・外部条件などは個別の状況によ
り異なるので割愛してある）。視覚的に分かるよ
うに、この表における事業目標および上位目標は、
本稿が提示する「段階的モデル」の階層構造とも
一致するものである。

このフレームワークが示唆するのは、ODAに
おける国営放送局の機材拡充事業などと異なり、
社会的弱者を対象としたオルタナティブ・メディ
アの利用支援といった事業では、アウトプットと
してのハード面（機材等）の整備状況はそれほど
重要ではなく、コミュニケーション・プロセスそ

オルタナティブ・メディアによる社会的弱者のエンパワメント
―メディア社会学的視座に基づくその評価手法の基礎的考察―
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◆�

◆�

◆�
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（出所）筆者作成

表1 評価フレームワーク
（社会的弱者を対象とするメディア利用支援事業）
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のものと、そこを流れるメッセージを明確に区別
した上で、階層構造の各段階を十分に相関させな
がら、内面的・外面的アプローチを組み合わせて
評価していくことの重要性である。

例えば、ある国家（途上国・先進国を問わない）
において、あるエスニック・マイノリティ集団に
対し、放送機材一式の導入および制作に係る教育
機会の提供が社会政策の1つとしてなされ、事業
の上位目標には当該集団のエンパワメントが設定
されたと仮定する。

まず評価対象となるのが、直接的受益者たるエ
スニック・マイノリティ集団個人・集団レベルで
の意識変化、そして行動変化である。これらの把
握にはそれぞれ前述した内面的・外面的アプロー
チが応用されることになる。そして次段階として、
外部集団（マジョリティ層など）の意識変化・行
動変化を同様に評価することになる。この際、段
階的モデルに従い、前提となる項目（行動変化の
前提としての意識変化、外部集団の前提としての
社会的弱者集団）がそれぞれ十分に指標として把
握できることが重要である。

そして最後に社会構造の変容を検証することに
なる。これは、社会的弱者集団内部および外部に
おける意識・行動変化が前提となるため、プライ
マリおよびセカンダリの事業目標を十分に把握・
分析した上で、事後確認的になされるべきである。
例えば、仮に社会的弱者集団内部および外部にお
いて意識・行動変化が確認されたにもかかわら
ず、社会構造の変容が確認できない場合は、当該
事業はまだ上位目標（すなわちエンパワメント）
を発現するには至っていない状況か、何らかの外
的阻害要因が作用していると考えることになる。
これが簡単な評価の流れである。

しかしながら、内面的・外面的アプローチには
それぞれ重大な課題がある。

内面的アプローチについては、理論的には図2
のようなモデルを応用して、認識形成過程（意識
変化）におけるオルタナティブ・メディアの効果
をある程度把握することができる。しかしながら、
このモデルを実際に活用するには、メッセージ

（番組）についていわゆるディスコース（コンテ
ンツ）分析が必要となり、その膨大な作業量は現
実的とはいい難い。したがって、実際には限定的

なサンプルで解析ソフト等を存分に活用し、さら
にオープンエンドな質問票による定性的調査など
と組み合わせて実施することになると思われる。

ただし、重要なのは理論どおりの追求ではなく、
評価担当者がこうしたモデルや手法があることを
認識し、意識変化におけるメディア効果の考え方
について基礎的な理解を深めた上で、より実務上
の要請に適した評価手法を工夫していくことであ
ろう。

外面的アプローチについては、行動変化や社会
制度上の変化がメディアだけに帰責できるかどう
かの見極めが課題となる。前述したとおり、段階
的モデルは行動変化の前提として意識変化を位置
づけている。したがって、便宜上外面的アプロー
チで行動変化を測るものの、意識変化と注意深く
関連させないと、段階的モデルが形骸化する恐れ
が生じる。よって、実際には予備調査などを十分
に行い、行動変化と他の要因との相関をある程度
明らかにしておくことが求められよう。

なお、表1では外面的アプローチを採用する項
目の方が多くなっているが、やはり評価実務の観
点からは、時間と労力が圧倒的に増加する内面的
アプローチは部分的に用いらざるを得ないであろ
う。同様の理由で、集団レベルの意識変化は評価
対象としていない。もし集団レベルでの意識変化
を測ろうとするならば、現実にはサンプリングし
た個人から、統計処理により母集団の意識変化を
推計することになる。

また表1において、ハード面の整備が即時的に
コミュニケーション・プロセスを意味するわけで
はないことにも留意する必要がある。というのも、
放送機材等のインフラはプロセスの前提ではある
ものの、放送時間や番組の開放度（番組における
視聴者の参加度）などもコミュニケーション・プ
ロセス、および派生する「代替的公共圏」を支え
る重要な要素となるからである。

６. おわりに

本稿では、これまでのメディア利用支援型事業
の評価において、コミュニケーション概念やその
メカニズムが十分に考察されてこなかったことを
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踏まえ、どのような点に着目し、どのような評価
手法が望ましいかを、メディア社会学的観点に基
づき、コミュニケーション理論なども一部応用し
ながら提示したものであるが、いくつかの課題も
残されている。

本稿における議論は、ドナーや政府などの外部
によるオルタナティブ・メディアの利用環境の整
備を前提としている。エンパワメントの重要な要
素の1つである意識変化は、外部からの介入であ
る程度期待されるとされているが（佐藤 2005b、
p.205）、エンパワメントを外部の視点で語ること
の倫理的問題には、紙面の都合上本稿では触れな
いままである。

また、本稿が目指したのは評価実務との架橋的
考察であり、いかに評価実務者がメディア社会学
的視座を実際の評価指標や評価手法に取り込める
か、という具体的かつ実践的なものである。その
ため、メディア論やコミュニケーション理論にお
ける学術的考察の参照は最低限のものであり、ほ
かにも多様な見解・手法が存在することを意識す
る必要がある。例えば、メディア論においては社
会心理学的な研究アプローチや、技術の優位性

（技術決定論）などにもそれぞれ批判があり、よ
り広範な文化概念の中でメディアを論じようとカ
ルチュラル・スタディーズのような立場も無視で
きない。

さらに、メディア効果における直線的因果関係
を見出だそうとするのはもはや時代錯誤的であ
り、実際の評価においては、意識・行動変化に影
響を与える他の要因が無数に存在することを最大
限意識しなければならない。今後は、「どのよう
な経路を経てエンパワーメントが達成されたの
か、に関する実証的な研究が十分にあるとは言え
ない」（佐藤 2005a、p.5）ことを踏まえ、本稿で
示したフレームワークに基づいた早期の実証研究
が望まれるところである19。また、具体的な指標
についても、フレームワークの実用性と妥当性を
高める意味でもさらなる考察と検証が必要となっ
てくるであろう20。

注記

1 例えば世界銀行のサイトでは、過疎地における情

報化推進で有名になった富山県山田村の取り組み

もICT導入の成功事例として紹介されている。

http://poverty.worldbank.org/library/view/14874

2 本稿におけるエンパワメントの定義については本

文後段参照。

3 本稿においては、「メディア」、「マス・メディア」、

「マス・コミュニケーション」、「情報メディア」、

「コミュニケーション・メディア」などの用語につ

いて、特段の注記がない限り同義語として論じる。

この点については渡辺（2001、pp.8-10）も参照。

4 具体的事例については以下サイトを参照。

http://portal.unesco.org/ci/en/ev.php-

URL_ID=1527&URL_DO=DO_TOPIC&URL_SECTI

ON=201.html

5 このことから、社会的情報弱者とは「デジタル・

デバイド」や「情報格差」と形容される技術的側

面でのアクセス不足だけでなく、主流メディアの

コンテンツにおける表象不足や偏・誤表象なども

含めて理解されるべきである。

6 例えばAliaは、カナダ北方圏を例に、通常想起され

るオルタナティブ・メディア形態が当該地域では

伝統的に主流メディアであった事実を踏まえ、オ

ルタナティブ・メディアという用語の利用には注

意を要するとしている（Alia 1999, pp.63-64）。

7 ほかにもaccess and participationやparticipation and

interactionなども、オルタナティブ・メディアの性

質を表わす言葉として指摘される。

8 本稿の関心は、いかにメディアと社会の関連で社

会的弱者のエンパワメントを評価するかであり、

いわゆる「エンパワメント評価」については論じ

ない。

9 http://www.worldbank.org/empowerment/

10  http://www.oecd.org/about/0,2337,en_2649_33979

_1_1_1_1_1,00.html

11  Hamelinkはさらに、「情報（information）」および

「知識（knowledge）」という用語は知的財産権など

と結び付けられ、企業等による情報の独占・寡占

なども危惧されるという点から、ICTの発展に伴い

強調される「情報社会」や「知識社会」といった

用 語 の 安 易 な 利 用 に は 問 題 が あ る と す る

（Hamelink 2002, p.6）。

12  詳細は下記サイトを参照。

http://www.unhchr.ch/indigenous/main.html
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13  個人の意識・行動変化は、メディアからの直接的

な影響によるものではなく、オピニオン・リーダ

ーなどを介した間接的な影響によるものであると

する説。「弾丸理論」なども含め詳細はLowery and

DeFleur（1995）参照。

14  本稿ではあえて触れていないが、エンパワメント

を事業目標とすること自体、議論が分かれるとこ

ろである。佐藤は自らの経験を踏まえ、エンパワ

メントそのものを事業目的として成功した事例は

ほとんどなく、逆に事業目的外で副次的にエンパ

ワメントが達成された事例が少なくないと述べて

いる（佐藤 2005a、p.7）。

15  放送言語が異なる場合は、外部社会（外部集団）

に対する作用が異なるため、別の分析・評価手法

が必要となる。

16  この点については、大正デモクラシー期における

アイヌ民族の言論活動の活発化と、それに引き続

く組織化に向けた行動が描かれており興味深い

（アイヌ文化振興・研究推進機構 2004、pp.66-67）。

17  当然ながら、意識変化と行動変化の相互作用がネ

ガティブな方向に働く可能性も同程度にあること

に留意する必要がある。例えば、社会的弱者がエ

ンパワメントされることを望まない社会層にとっ

てオルタナティブ・メディアの存在は脅威となる

ため、さまざまな妨害などが予想される（ユネス

コの事業でもそのような事例が報告されている）。

なお、この点については、エンパワメントの「パ

ワーの源泉」に係る議論（佐藤 2005b）も参照。

18  もう1つは記号論学派と呼ばれる、テクストにおけ

る意味の生成と交換を分析する視点である。

19  筆者は現在、カナダで先住民族メディアを題材に、

本稿で提示した仮説の実証をするべくフィールド

調査中である。調査結果についてはまた次の機会
に発表することとしたい。

20  コミュニケーション研究における効果測定指標を

集めた文献として、Rubinら（1994）のような書籍

が参考になる。
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Abstract

This paper presents, from a media sociological perspective, a theoretical and methodological framework to
evaluate the empowerment function of alternative media. 

It is a common practice to mobilize broadcasting media for human and social development purposes, which is
often referred to as 'development communication'. Development communication is not limited to the international
development context, but also seen as a social policy for the socially vulnerable in developed countries. It is often
claimed that alternative media, a concept discussed relative to mainstream media, would empower the socially
vulnerable through its accessibility to, and availability of, the process of information production and distribution.
Despite such assertion, however, it is rather difficult to find evaluation experiences that have successfully
considered the mechanism of communication, namely, how the flow of information works on whom, and how.
This paper thus attempts to seek for a linkage between media sociology and evaluation practice, focusing on
development communication projects designed for the socially vulnerable's empowerment.
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